
 

  

平成１４年８月期   個別中間財務諸表の概要 平成14年4月25日 

上 場 会 社 名 株式会社 有線ブロードネットワークス 上場取引所 大阪証券取引所(ﾅｽﾀﾞｯｸ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ) 

コ ー ド 番 号 ４８４２ 本社所在都道府県 東京都 

（ＵＲＬ http://www.usen.co.jp     ）  

問 合 せ 先   責任者役職名 取締役副社長 

          氏    名 加 茂 正 治 ＴＥＬ ( 03 ) 3509 － 7112 

決算取締役会開催日 平成14年4月25日 中間配当制度の有無   有 

中間配当支払開始日 平成－年－月－日                      単元株制度採用の有無   有(１単元 10 株) 

 

１ 14年2月中間期の業績(平成13年9月1日～平成14年2月28日) 

(1)経営成績 

 売上高 営業利益 経常利益 

 

14年2月中間期 

13年2月中間期 

百万円   ％ 

49,514   ( 1.3) 

48,871   (  －) 

百万円   ％ 

△1,181   (  －) 

1,734   (  －) 

百万円   ％ 

           12     (△98.9) 

1,198   (   －) 

13年8月期 99,173 3,127 2,602 
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

（当期）純利益 
 

 

14年2月中間期 

13年2月中間期 

百万円   ％ 

△12,715   (  －) 

       3,028   (  －) 

       円  銭  

△10,629 ．68 

           3,090 ．56 

 

13年8月期     2,999            2,839 ．42  

(注)①期中平均株式数 14年2月中間期 1,196,234株  13年2月中間期 979,888株  13年8月期 1,056,346株 

②会計処理の方法の変更   有 

③売上高，営業利益，経常利益，中間（当期）純利益におけるパーセント表示は，対前年中間期増減率 

 

(2) 配当状況 

 
１株当たり 

中間配当金 

１株当たり 

年間配当金 

 

14年2月中間期 

13年2月中間期 

   円  銭 

 0 ．00 

 0 ．00 

   円  銭 

――――― 

――――― 

13年8月期 ――――― 0 ．00 

 

 

(3) 財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 

14年2月中間期 

13年2月中間期 

    百万円 

159,110 

140,620 

   百万円 

32,789 

   5,361   

     ％ 

20.6 

  3.8 

    円  銭 

27,410 ．39 

 5,471 ．20 

13年8月期 180,501 45,963   25.5 38,423 ．62 

(注)①期末発行済株式数 14年2月中間期  1,196,229株  13年2月中間期  979,888株  13年8月期 1,196,238株 

②期末自己株式数  14年2月中間期   9株  13年2月中間期  －株  13年8月期 3株 

 

２ 14年8月期の業績予想(平成13年9月1日～平成14年8月31日) 

１株当たり年間配当金 
 売上高 経常利益 当期純利益 

期 末  

 

通 期 

百万円 

100,000 

百万円 

500 

百万円 

△14,000 

円  銭 

 － 

円  銭 

 － 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）△11,703円36銭 

 

 



 

  

中間貸借対照表 
(単位：百万円) 

当中間会計期間末 

平成14年２月28日現在 

前中間会計期間末 

平成 13 年２月28日現在

前事業年度 
要約貸借対照表 

平成13年８月31日現在 
            期  別 
科  目 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 
  ％  ％  ％ 

(資産の部)       

Ⅰ 流動資産        

１ 現金及び預金 ※２ 25,938  18,005  36,900  

２ 受取手形 ※４ 263  369  54  

３ 売掛金  6,241  3,595  4,415  

４ たな卸資産  3,814  2,990  3,206  

５ 繰延税金資産  1,737  856  436  

６ その他 ※2､5 11,782  3,387  18,144  

７ 貸倒引当金  △346  △101  △131  

流動資産合計  49,431 31.1 29,104 20.7 63,027 34.9 

Ⅱ 固定資産        

１ 有形固定資産 ※１       

(1) 建物 ※２ 19,434  20,509  19,705  

(2) 構築物  13,932  20,172  19,352  

(3) 土地 ※２ 37,649  38,697  38,610  

(4) その他  3,135  3,612  3,273  

有形固定資産合計  74,151 46.6 82,991 59.0 80,942 44.8 

２ 無形固定資産  4,957 3.1 2,988 2.1 3,712 2.1 

３ 投資その他の資産        

(1) 投資有価証券 ※２ 2,341  2,568  2,265  

(2) 関係会社株式 ※７ 19,077  10,321  17,488  

(3) 繰延税金資産  1,616  5,954  5,735  

(4) その他 ※２ 7,672  7,107  7,748  

(5) 投資評価引当金  △99  △375  △375  

(6) 貸倒引当金  △50  △45  △47  

投資その他の資産合計  30,557 19.2 25,530 18.2 32,817 18.2 

固定資産合計  109,666 68.9 111,511 79.3 117,471 65.1 

Ⅲ 繰延資産  1 0.0 4 0.0 2 0.0 

資産合計  159,100 100.0 140,620 100.0 180,501 100.0 

        



 

  

(単位：百万円) 

当中間会計期間末 

平成14年２月28日現在 

前中間会計期間末 

平成 13 年２月28日現在

前事業年度 
要約貸借対照表 

平成13年８月31日現在 
            期  別 
科  目 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 
    ％  ％ 

(負債の部)       

Ⅰ 流動負債        

１ 支払手形  5,212  3,317  3,305  

２ 買掛金  1,696  514  1,598  

３ 短期借入金 ※２ 3,789  8,516  5,423  

４ １年以内返済予定 
長期借入金 ※２ 20,382  20,518  20,954  

５ 前受金  9,106  10,068  10,588  

６ 賞与引当金  1,232  1,403  1,236  

７ その他 ※６ 11,372  9,401  11,024  

流動負債合計  52,793 33.2 53,738 38.2 54,131 30.0 

Ⅱ 固定負債        

１ 社債 ※２ 2,300  2,300  2,300  

２ 長期借入金 ※２ 50,705  55,262  54,543  

３ 長期未払金  14,812  19,945  18,196  

４ 退職給付引当金  5,547  3,905  5,212  

５ 役員退職慰労引当金  55  42  84  

６ その他  98  65  68  

固定負債合計  73,518 46.2 81,520 58.0 80,405 44.5 

負債合計  126,311 79.4 135,259 96.2 134,537 74.5 

        

(資本の部)       

Ⅰ 資本金  17,957 11.3 5,093 3.6 17,957 10.0 

Ⅱ 資本準備金  27,767 17.4 － － 27,767 15.4 

Ⅲ その他剰余金 
又は欠損金(△)  △12,477 △7.8 267 0.2 238 0.1 

 １ 任意積立金  －  －  －  

 ２ 中間(当期)未処分利益 
又は中間未処理損失(△)  △12,477  267  238  

Ⅳ その他有価証券評価差額金  △458 △0.3 － － － － 

Ⅴ 自己株式   △0 △0.0 －  － －  － 

資本合計  32,789 20.6 5,361 3.8 45,963 25.5 

負債及び資本合計  159,100 100.0 140,620 100.0 180,501 100.0 

        

 



 

  

中間損益計算書 
(単位：百万円) 

当中間会計期間 

自 平成13年９月１日 
至 平成14年２月28日 

前中間会計期間 

自 平成12年９月１日 
至 平成13年２月28日 

前事業年度 
要約損益計算書 

自 平成12年９月１日 
至 平成13年８月31日 

            期  別 
科  目 

金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比 

  ％    ％ 

Ⅰ 売上高  49,514 100.0 48,871 100.0 99,173 100.0 

Ⅱ 売上原価  17,731 35.8 15,180 31.1 32,523 32.8 

   売上総利益  31,783 64.2 33,690 68.9 66,649 67.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費  32,964 66.6 31,956 65.4 63,521 64.0 

   営業利益又は営業損失(△)  △1,181 △2.4 1,734 3.5 3,127 3.2 

Ⅳ 営業外収益 ※１ 2,444 4.9 522 1.1 1,978 1.9 

Ⅴ 営業外費用 ※２ 1,251 2.5 1,058 2.1 2,503 2.5 

   経常利益  12 0.0 1,198 2.5 2,602 2.6 

Ⅵ 特別利益 ※３ 475 1.0 5,126 10.5 7,891 8.0 

Ⅶ 特別損失 ※４ 10,350 20.9 4,391 9.0 7,780 7.9 

   税引前中間(当期)純利益 
又は税引前中間純損失(△) 

 △9,861 △19.9 1,933 4.0 2,713 2.7 

   法人税、住民税 
   及び事業税  118 0.3 127 0.3 298 0.3 

   法人税等調整額  2,735 5.5 △1,222 △2.5 △584 △0.6 

   中間(当期)純利益又は、 
   中間純損失(△) 

 △12,715 △25.7 3,028 6.2 2,999 3.0 

   前期繰越利益又は、 
   前期繰越損失(△) 

 238  △2,761  △2,761  

   中間(当期)未処分利益 
又は中間未処理損失

(△) 
 △12,477  267  238  

        
 



 

  

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

当中間会計期間 
自 平成13年９月１日 
至 平成14年２月28日 

前中間会計期間 
自 平成12年９月１日 
至 平成13年２月28日 

前事業年度 
自 平成12年９月１日 
至 平成13年８月31日 

１ 資産の評価基準及び評価方法 １ 資産の評価基準及び評価方法 １ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) たな卸資産 

   ①商品 

    移動平均法による原価法 

   ②貯蔵品 

    最終仕入原価法に基づく 

    原価法 

(1) たな卸資産 

同   左 

 

 

(1) たな卸資産 

同   左 

(2) 有価証券 

 ①満期保有目的債券 

    償却原価法（定額法） 

 ②子会社及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法 

  ③その他の有価証券 

   時価のあるもの 

    中間決算日の市場価格等に 

    基づく時価法（評価差額金は全

部資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定） 

   時価のないもの 

    移動平均法による原価法 

(2) 有価証券 

①満期保有目的債券 

    償却原価法（定額法）   

  ②その他の有価証券 

    時価のあるもの 

     移動平均法による原価法 

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

   

(2) 有価証券 

  ①満期保有目的債券 

   償却原価法（定額法） 

 ②子会社及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法 

  ③その他の有価証券 

   時価のあるもの 

    移動平均法による原価法 

   時価のないもの 

    移動平均法による原価法 

  

 (3) デリバティブ取引 

    時価法 

 (3) デリバティブ取引 

同  左 

 (3) デリバティブ取引 

同  左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 

定率法(ただし、平成10年４月１ 

日以降に取得した建物(建物附属設備を

除く)については定額法)を採用しており

ます。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。 
建   物  6年 ～ 50年 

構 築 物 10年  

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 

同  左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1)有形固定資産 

同  左 

（追加情報） 

構築物の臨時償却 

放送事業におけるｺﾝﾃﾝﾂ配信を、同軸ケ

ーブルから衛星放送に切り替えるにあた

り、構築物勘定に計上されている当社保

有の同軸ケーブルの相当数を2003年8月

末までに撤去する計画が確定しました。

これに伴い，撤去対象となる同軸ケーブ

ルの耐用年数を残存予定使用期間に基づ

く耐用年数に変更いたしました。 

上記耐用年数の変更に伴う臨時償却額

は2,396百万円であり、この変更により、

経常利益は36百万円多く、税引前中間純

損失は2,359百万円多く計上されており

ます。   

  



 

  

 

当中間会計期間 
自 平成13年９月１日 
至 平成14年２月28日 

前中間会計期間 
自 平成12年９月１日 
至 平成13年２月28日 

前事業年度 
自 平成12年９月１日 
至 平成13年８月31日 

 (2)無形固定資産 

   定額法を採用しております。 

   なお、営業権については商法 

の規定に基づく最長期間(５年) 

による定額法、自社利用のソフ 

トウェアについては、社内にお 

ける利用可能期間(コンテンツ系ソ

フトウェアは最長3年、それ以外は5

年)に基づく定額法を採用しており

ます。 

(2)無形固定資産 

   定額法を採用しております。 

   なお、営業権については商法 

の規定に基づく最長期間(５年) 

による定額法、自社利用のソフ 

トウェアについては、社内にお 

ける利用可能期間(5年) に基づ 

く定額法を採用しております。 

 (2)無形固定資産 

   定額法を採用しております。 

   なお、営業権については商法 

の規定に基づく最長期間(５年) 

による定額法、自社利用のソフ 

トウェアについては、社内にお 

ける利用可能期間(コンテンツ 

系ソフトウェアは最長3年、そ 

れ以外は5年)に基づく定額法を 

採用しております。 

 (3)長期前払費用 

   定額法を採用しております。 

 (3)長期前払費用 
同  左 

 

 (3)長期前払費用 

同  左 

３ 引当金の計上基準 

 (1)貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備 

えるため、一般債権については 

貸倒実績率により、貸倒懸念債 

権等特定の債権については個別 

に回収可能性を勘案し、回収不 

能見込額を計上しております。 

３ 引当金の計上基準 

 (1)貸倒引当金 

一般債権については貸倒実績 

率により、貸倒懸念債権等特定 

の債権については個別に回収可 

能性を勘案し、回収不能見込み 

額を計上しております。 

３ 引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備 

えるため、一般債権については 

貸倒実績率により、貸倒懸念債 

権等特定の債権については個別 

に回収可能性を勘案し、回収不 

能見込額を計上しております。 

 (2)賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に充てる 

ため、支給見込額に基づき計上 

しております。 

 (2)賞与引当金 

同  左 

 (2)賞与引当金 

同  左 

(3)退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき、当中間
会計期間末において発生している
と認められる額を計上しておりま
す。 
なお、会計基準変更時差異に 

ついては、５年による按分額を 

費用処理しております。 

(3)退職給付引当金 
   従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき、当中間会計期
間末において発生していると認めら
れる額を計上しております。 

   なお、会計基準変更時差異（8,627
百万円）については､15年による按分
額を費用処理しております。 

 

 (3)退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき、当期末に
おいて発生していると認められる額
を計上しております。 
なお、会計基準変更時差異につい

ては、５年による按分額を費用処理
しております。 

 (4)役員退職慰労引当金 

当社は、役員の退職慰労金支出に
備えて、役員退職慰労金規程に基づ
く中間期末要支給額を計上してお
ります。 
なお、過年度要支給額について

は、第37期より5年間で均等償却額
を繰り入れることとし、当中間会計
期間では  146万円(うち、132百
万円は、当中間期の退職者にかかる
もの)を特別損失に計上しておりま
す。 

   

(4)役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金支出に備えて、役員
退職慰労金規程に基づく中間期末要支
給額を計上しております。 

  なお、当引当金は当中間会計期間より
計上をしており、期首における過年度分
要支給額228百万円は5年による按分額
を費用処理しております。 

 

 (4)役員退職慰労引当金 

当社は、役員の退職慰労金支出に
備えて、役員退職慰労金規程に基づ
く当期末要支給額を計上しておりま
す。 
なお、当引当金は当期より計 

上をしており、期首における過 
年度分要支給額228百万円は５年 
による按分額を費用処理してお 
ります。 

 



 

  

 

当中間会計期間 
自 平成13年９月１日 
至 平成14年２月28日 

前中間会計期間 
自 平成12年９月１日 
至 平成13年２月28日 

前事業年度 
自 平成12年９月１日 
至 平成13年８月31日 

  
（会計処理方法の変更） 
  役員退職慰労金は、従来支出時の費用
として計上しておりましたが、当中間会
計期間から内規に基づく要支給額を「役
員退職慰労引当金」として計上する方法
に変更いたしました。 

  なお、過年度対応額は5年間で均等繰
入することといたしました。          

  この変更は、役員の在任期間の長期化
により役員退職慰労金の支給額増加が
予想されること及び役員退職慰労引当
金の計上が会計慣行として定着化しつ
つあることを踏まえ、当中間会計期間に
行われた内規の改定を機に、期間損益の
適正化と財務内容の健全化を図るため
に行ったものであります。 

  この変更により、当中間会計期間発生
額19百万円は販売費及び一般管理費に
計上し、過年度対応額のうち当中間会計
期間負担額22百万円は特別損失に計上
しております。 

  この結果、従来の方法によった場合と
比較して、営業利益、経常利益はそれぞ
れ19百万円減少し税引前中間純利益は
42百万円減少しております。 

 
（会計処理方法の変更） 
役員退職慰労金は、従来支出時の費用

として計上しておりましたが、当期から
内規に基づく要支給額を「役員退職慰労
引当金」として計上する方法に変更いた
しました｡ 
なお、過年度対応額は5年間で均等繰入す
ることといたしました。 
この変更は、役員の在任期間の長期化

により役員退職慰労金の支給額増加が予
想されること及び役員退職慰労引当金の
計上が会計慣行として定着化しつつある
ことを踏まえ、当期に行われた内規の改
訂を機に、期間損益の適正化と財務内容
の健全化を図るために行ったものであり
ます｡ 
この変更により、当期発生額39百万円

は販売費及び一般管理費に計上し、過年
度対応額のうち当期負担額45百万円は特
別損失に計上しております。 
この結果、従来の方法によった場合と

比較して、営業利益、経常利益はそれぞ
れ39百万円減少し、税引前当期純利益は
84百万円減少しております。 

(5)投資評価引当金 

   関係会社等への投資に対する損失

に備えるため、相手先の財政状態を

勘案した損失見込額を計上しており

ます。 

(5)投資評価引当金 

同  左 

(5)投資評価引当金 

同  左 

４ 外貨建の資産又は負債の本邦通貨へ

の換算の基準 

   外貨建金銭債権債務は、中間決算

日の直物為替相場により円換算し、

換算差額は損益として処理しており

ます。 

４ 外貨建の資産又は負債の本邦通貨へ

の換算の基準 

同  左 

４ 外貨建の資産又は負債の本邦通貨へ

の換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の

直物相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しておりま

す。 

５ リース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

５ リース取引の処理方法 

同  左 

５ リース取引の処理方法 

同  左 



 

  

 

当中間会計期間 
自 平成13年９月１日 
至 平成14年２月28日 

前中間会計期間 
自 平成12年９月１日 
至 平成13年２月28日 

前事業年度 
自 平成12年９月１日 
至 平成13年８月31日 

６ ヘッジ会計の方法 

 (1)ヘッジ会計の方法 

   ヘッジ会計の用件を満たす金 

利スワップについては特例処理 

を採用しています。 

６ ヘッジ会計の方法 

 (1)ヘッジ会計の方法 

同  左 

６ へッジ会計の方法 

 (1)ヘッジ会計の方法      

原則として繰延ヘッジ処理によって

おります。金利スワップについては、

特例処理を満たしている場合には特例

処理を採用しています。 

 

 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段 

     金利スワップ 

   ヘッジ対象 

     借入金 

 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段 

同  左 

   ヘッジ対象 

同  左 

(2)ヘッジ手段と対象 

ヘッジ手段 

外貨建資産及び金利スワップ 

 

ヘッジ対象 

   たな卸資産輸入による外貨建買入債

務及び外貨建予定取引ならびに借入

金 

 (3)ヘッジ方針 

   変動金利による調整コストに 

及ぼす影響を回避するためヘッ 

ジを行っております。 

 (3)ヘッジ方針 

同  左 

(3)ヘッジ方針 

ヘッジ対象に係る為替相場変動リス

ク及び金利変動リスクを回避するため

に実需の範囲内でヘッジを行っており

ます。 

７ その他中間財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

 (1)消費税等の会計処理 

   税抜方式によっております。 

７ その他中間財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

 (1)消費税等の会計処理 

同  左 

７ その他財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

 (1)消費税等の会計処理 

同  左 

 (2)匿名組合への出資と会計処理 

    当社は、以下の航空機の購入及

びレバレッジドリースを目的と

した匿名組合と出資契約を締結

しております。 

    契約締結日：平成５年１月 

          (期間11年) 

    出資額  ：50百万円 

    出資額は、出資金として認識す

るとともに、その後の同組合の財

政状態の変動による資産の当社

持分相当額は、匿名組合債権また

は長期未払金として処理してお

ります。また、同組合の当中間会

計期間に属する損益の当社持分

相当額を匿名組合投資損益とし

て処理しております。 

 (2)匿名組合への出資と会計処理 

    当社は、以下の航空機の購入及び

レバレッジドリースを目的とした

匿名組合と出資契約を締結してお

ります。 

    契約締結日：平成２年２月 

          (期間13年) 

    出資額  ：1,000百万円 

    契約締結日：平成５年１月 

          (期間11年) 

    出資額  ：50百万円 

    出資額は、出資金として認識する

とともに、その後の同組合の財政

状態の変動による資産の当社持分

相当額は、匿名組合債権または長

期未払金として処理しておりま

す。また、同組合の当中間会計期

間に属する損益の当社持分相当額

を匿名組合投資損益として処理し

ております。 

 (2)匿名組合への出資と会計処理 

当社は、以下の航空機の購入及

びレバレッジドリースを目的とし

た匿名組合と出資契約を締結して

おります。 

    契約締結日：平成２年２月 

          (期間13年) 

    出資額  ：1,000百万円 

    契約締結日：平成５年１月 

          (期間11年) 

    出資額  ：50百万円 

    出資額は、出資金として認識する

とともに、その後の同組合の財政状

態の変動による資産の当社持分相

当額は、匿名組合債権または長期未

払金として処理しております。ま

た、同組合の当期に属する損益の当

社持分相当額を匿名組合投資損益

として処理しております。 



 

  

 

会計処理の変更 

当中間会計期間 
自 平成13年９月１日 
至 平成14年２月28日 

前中間会計期間 
自 平成12年９月１日 
至 平成13年２月28日 

前事業年度 
自 平成12年９月１日 
至 平成13年８月31日 

（社宅賃借料の従業員負担金） 

従来、従業員の借上社宅等の賃貸借取

引について、貸主に対する支払家賃の総

額を販売費及び一般管理費（地代家賃）

に計上し、従業員等負担分として回収し

た受取家賃を営業外収益（受取家賃）に

計上する総額処理としておりましたが、

会社が負担すべき費用の実額を計上する

ことがより合理的な処理と考え、当中間

会計期間より支払家賃と受取家賃を相殺

した純額を販売費及び一般管理費（地代

家賃）に計上することといたしました。                                                    

この結果、従来の方法によった場合と

比較して営業損失が121百万円減少いた

しております。 

  

 

 

追加情報 

当中間会計期間 
自 平成13年９月１日 
至 平成14年２月28日 

前中間会計期間 
自 平成12年９月１日 
至 平成13年２月28日 

前事業年度 
自 平成12年９月１日 
至 平成13年８月31日 

（自己株式） 
 前事業年度まで流動資産に掲記してお
りました「自己株式」は、中間財務諸表
等規則の改正により当中間会計期間より
資本に対する控除項目として資本の部の
末尾に表示しております。 
 なお、前事業年度は流動資産の「その
他」に含まれており、その金額は0百万円
であります。 

  

（繰延税金資産取崩し） 
税務上の繰越欠損金に対する「繰延税

金資産」につきましては、前事業年度ま
で税務上の控除可能期間内の事業計画か
ら算出される利益を回収可能性が認めら
るとして計上しておりましたが、当初の
事業計画の未達及び経営方針の変更によ
り、事業計画を再検討し回収可能性も保
守的に判断した結果、当中間会計期間で
は翌期の事業計画上の利益に対する税効
果のみを認識する事といたしました。 
この結果、繰延税金資産を取り崩す必

要が生じ、法人税等調整額」が2,735百万
円計上されております。 
 

  



 

  

 

当中間会計期間 
自 平成13年９月１日 
至 平成14年２月28日 

前中間会計期間 
自 平成12年９月１日 
至 平成13年２月28日 

前事業年度 
自 平成12年９月１日 
至 平成13年８月31日 

（金融商品会計） 

当中間会計期間からその他有価証券の

うち時価のあるものの評価方法につい

て、金融商品に係る会計基準（「金融商品

に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成11年1月22日））

を適用しております。 

この結果、従来の方法によった場合と

比較して「その他有価証券評価差額金」

△458百万円、繰延税金負債が82百万円、

それぞれ増加しております。 

 

（金融商品会計）  

当中間会計期間から金融商品に係る会

計基準（「金融商品に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業 

 会計審議会 平成11年1月22日））を適用

しております。 

 ただし、その他有価証券のうち時価のあ

るものについては、平成12年大蔵省令第11

号附則第3項により、   

時価評価を行っておりません。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場

合に比較して経常利益及び税引前中間純

利益はそれぞれ40百万 円多く計上され

ております。 

 また、期首時点で保有する有価証券の保

有目的を検討し、１年以内に満期の到来す

る有価証券は流動資産 

の「その他」として、それ以外のものは投

資その他の資産の「投資有価証券」として

表示しております。そ 

の結果、流動資産の「その他」は1,272

し、投資その他の資産の「投資有価証券」

は1,272百万円増加いたしております。な

お、平成12年大蔵省令第11号附則第3項に

よるその他有価証券に係る中間貸借対照

表計上額等は、次の とおりであります。 

（金融商品会計） 

当期から金融商品に係る会計基準（「金

融商品に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成11年1月22

日））を適用しております。ただし、その

他有価証券のうち時価のあるもについて

は、平成12年大蔵省令第8号附則第4項によ

り、時価評価を行っておりません。 

この変更に伴い、従来の方法によった場

合と比較して経常利益及び税引前当期純

利益はそれぞれ  14百万円少なく計上さ

れております。 

また、期首時点で保有する有価証券の保

有目的を検討し、1年以内に満期の到来す

る有価証券は流動資産の「その他」として、

それ以外のものは投資その他資産の「投資

有価証券」として表示しております。その

結果、流動資産の「その他」は1,272百万

円減少し、投資その他資産の「投資有価証

券」は1,272百万円増加いたしております。

なお、平成12年大蔵省令第8号附則第4項に

よるその他有価証券に係る貸借対照表計

上額等は、次のとおりであります。 

中間貸借対照表計上額 1,425 百万円 貸借対照表計上額 1,381百万円 

時価 2,844  時価 861  

評価差額金相当額 1,419  評価差額金相当額 △520  

 

繰延税金負債相当額 596  繰延税金資産相当額 218  

   

 (外貨建取引等会計基準) 

 当中間会計期間から改訂後の外貨建取

引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処

理基準の改訂に関する意見書」(企業会計

審議会 平成11年10月22日)）を適用してお

ります。 

 この変更による損益に与える影響は軽

微であります。 

 

（外貨建取引等会計基準） 

当期より改定後の外貨建取引等会計処

理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改

訂に関する意見書」（企業会計審議会平成

11年10月22日））を適用しております。 

この変更による損益に与える影響はあ

りません。 

 



 

  

 

当中間会計期間 
自 平成13年９月１日 
至 平成14年２月28日 

前中間会計期間 
自 平成12年９月１日 
至 平成13年２月28日 

前事業年度 
自 平成12年９月１日 
至 平成13年８月31日 

 (退職給付会計) 

 当中間会計期間から退職給付に係る会

計基準（｢退職給付に係る会計基準の設定

に関する意見書｣(企業会計審議会 平成

10年６月16日)）を適用しております。こ

の結果、従来の方法によった場合と比較し

て、退職給付費用が278百万円増加し、税

引前中間純利益は同額減少しております。 

また、退職給与引当金は退職給付引当金

に含めて表示しております。 

 

（退職給付会計） 

当期から退職給付に係る会計基準（「退

職給付に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成10年6月16

日））を適用しております。これに伴い、

従来の方法によった場合と比較して退職

給付費用が1,615百万円増加いたしまし

た。この結果、営業利益及び経常利益が382

百万円減少し、税引前当期純利益は1,615

百万円減少しております。 

なお、会計基準変更時差異は、当初15

年による均等償却を実施しておりました

が、当期中より5年による均等償却に変更

をいたしました。この結果、当中間期にお

いて、営業利益、経常利益は287百万円少

なく、税引前間純利益は575百万円多く計

上されておりました。 

また、当社保有株式（帳簿価額30百万円）

を信託設定時の時価1,704百万円にて退職

給付信託を設定し、退職給付信託益1,674

百万円が特別利益に計上されております。 

「退職給与引当金」は「退職給付引当金」

に含めて表示しております。 

 (臨時員給与の発生主義計上) 

 人件費のうち、臨時員(アルバイト等)

に支給するものについては、従来現金主義

により処理しておりましたが、従業員総数

に占める臨時員の割合が増加傾向にある

ことを考慮し、期間損益をより適正に表示

するため当中間会計期間より発生主義に

て計上することに変更いたしました。 

 この結果、従来の方法によった場合と比

較して、営業利益及び経常利  

益は2百万円増加し、税引前中間純利益は

196百万円減少しております。 

 

（臨時員給与の発生主義計上） 

人件費のうち、臨時員（アルバイト等）

に支給するものについては、従来現金主義

により処理しておりましたが、従業員総数

に占める臨時員の割合が増加傾向にある

ことを考慮し、期間損益をより適正に表示

するため当期より発生主義にて計上する

ことに変更いたしました。 

この結果、従来の方法によった場合と比

較して、営業利益及び経常利益は12百万円

減少し、税引前当期純利益は211百万円減

少しております。 



 

  

 

当中間会計期間 
自 平成13年９月１日 
至 平成14年２月28日 

前中間会計期間 
自 平成12年９月１日 
至 平成13年２月28日 

前事業年度 
自 平成12年９月１日 
至 平成13年８月31日 

  （新株発行費） 

平成13年4月24日を払込期日とする有償

一般募集による新株式の発行（216,000株）

は、引受証券会社が発行価額（119,000円）

と異なる引受価額（188,000円）で引受を

行い、更にこれを発行価格（200,000円）

で一般投資家に販売する「スプレッド方

式」の売買引受契約によっております。 

引受証券会社が発行価額で引き受け、こ

れを発行価額と同額の発行価格で一般投

資家に販売する「従来方式」では、引受証

券会社に対して引受手数料を支払い、これ

を新株発行費として支出時に費用処理す

ることとなりますが、「スプレッド方式」

では、発行価格と引受価額との差額2,592

百万円が引受手数料に相当するものであ

り、引受証券会社に対する引受手数料の支

払はありません。                                    

従って、「従来方式」によった場合に比較

して、新株発行費、資本金及び資本準備金

の合計額はそれぞれ2,592百万円少なく、

経常利益及び税引前当期純利益はそれぞ

れ同額多く計上されております。          

 



 

  

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 (当中間会計期間末) (前中間会計期間末) (前事業年度末)  

 48,196 百万円 63,577 百万円 65,392百万円  

 

※２ 担保資産 

 (当中間会計期間末) (前中間会計期間末) (前事業年度末) 

預金 1,005 百万円 3,005 百万円 1,005百万円 

有価証券 － 300 300  

投資有価証券 671 639 635  

建物 10,713 11,133 10,856  

土地 36,789 36,388 37,473  

保証金 588 － 588  

合計 49,769 51,467 50,860  
 
 

   (上記に対する債務) 

 (当中間会計期間末) (前中間会計期間末) (前事業年度末) 

短期借入金 2,344 百万円 8,282 百万円 2,886百万円 

１年以内返済予定 
長期借入金 

16,207 18,992 16,126  

長期借入金 46,976 52,992 50,094  

社債 2,300 2,300 2,300  

合計 67,828 82,567 71,407  
 
 

 ３ 保証債務 

   下記関係会社の仕入先からの債務及びリース取引等に対し、債務保証を行っております。 

 (当中間会計期間末) (前中間会計期間末) (前事業年度末) 

㈱ユーズコミュニケーションズ 3,539 百万円 227 百万円 544 百万円 

フォアフロント㈱ 9 18 13  

ネットステーション㈱ － 5 3  

㈱ギフティギフティ 6 21 38  

㈱メディア 829 － －  

ジェネロ通信㈱ 18 － －  

合計 4,404 272 599  
  
※４ 受取手形割引高  

 (当中間会計期間末) (前中間会計期間末) (前事業年度末) 

 － 百万円 － 百万円 330百万円 
 
 

※５ 現先取引の会計処理（当中間会計期間末） 

   現先取引により受け入れている有価証券のうち、売却又は(再)担保という方法で自由に処分できる権利を有す

る有価証券で、当中間会計期間末に当該処分をせずに所有しているものは、3,049百万円であります。 

 

※６ 消費税等の取扱い（当中間会計期間末）（前中間会計期間末） 

    仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、流動負債の「その他」に

   含めて表示しております。 

※７ 関係会社株式（前事業年度末） 

    関係会社株式には、期末日を払込期日とする㈱ユーズコミュニケーションズの新株払込金6,000百万円

   が含まれております。 

 



 

  

(中間損益計算書関係) 

※１ 営業外収益の主要項目 

 (当中間会計期間) (前中間会計期間) (前事業年度) 

受取利息 74 百万円 21 百万円 29百万円 

有価証券利息 66  － 130 

受取配当金 2  7 124 

受取家賃 34  112 243 

架線移設補償金収入 196  163 527 

匿名組合投資利益 1,666  － 304 
 
※２ 営業外費用の主要横目 

 (当中間会計期間) (前中間会計期間) (前事業年度) 

支払利息 1,030 百万円 974 百万円 1,930百万円 
 
※３ 特別利益の主要項目 

 (当中間会計期間) (前中間会計期間) (前事業年度) 

営業権売却益 － 百万円 5,000 百万円 5,114百万円 

固定資産売却益（建物） －  126 126 

固定資産売却益（土地） 26  － 6 

退職給付信託益 －  － 1,674 

過去勤務債務償却 409  － 205 

子会社株式売却益 39  － 766 
 
※４ 特別損失の主要項目 

 (当中間会計期間) (前中間会計期間) (前事業年度) 

過年度放送原価修正損 94 百万円 315 百万円 399百万円 

過年度臨時員給与   198 198 

過年度役員退職慰労引当金繰入 146  22 45 

固定資産売却損 ※(1) 55  850 869 

固定資産除却損 ※(2) 712  614 1,020 

投資有価証券評価損 58  － 430 

関係会社株式評価損 －  － 569 

投資評価引当金繰入額 －  588 275 

たな卸資産評価損 70  97 236 

施設負担費用等 －  1,624 1,730 

不要電線撤去費 ※(3) 5,848  － 399 

構築物臨時償却費 2,396  － － 

退職給付会計変更時差異償却 862  － 1,437 

子会社株式売却損 23  － － 
 
※(1) 固定資産売却損の内訳 

 (当中間会計期間) (前中間会計期間) (前事業年度) 

建物 54 百万円 453 百万円 453百万円 

構築物 －  － 14 

機械及び装置 －  － － 

車両運搬具 －  0 0 

工具器具及び備品 0  7 11 

建設仮勘定 －  390 390 

合計 55  850 869 
 



 

  

 
 

※(2) 固定資産除却損の内訳 

 (当中間会計期間) (前中間会計期間) (前事業年度) 

建物 236 百万円 3 百万円 3百万円 

構築物 112  121 492 

機械及び装置 5  23 46 

車両運搬具 1  2 4 

工具器具及び備品 315  19 29 

建設仮勘定 －  18 18 

ソフトウェア －  272 272 

保証金 －  26 26 

長期前払費用 40  126 126 

   計 712  614 1,020 
 
※(3) 不要電線撤去費の内訳 

 (当中間会計期間) (前中間会計期間) (前事業年度) 

構築物除却簿価 2,599 百万円 － 百万円 －百万円 

撤去外注工事費 2,312  － － 

撤去労務費 883  － － 

その他撤去経費 52  － － 

計 5,848  － － 
 
５ 減価償却実施額 

 (当中間会計期間) (前中間会計期間) (前事業年度) 

有形固定資産 （注）5,251 百万円 3,421 百万円 6,970百万円 

無形固定資産 208  97 255 
 

（注）当社の主要な資産であるケーブル設備の臨時償却費2,396百万円を含ん
でおります。 

 

(リース取引関係) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引(借主側) 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額 

                                        (単位：百万円) 

(当中間会計期間) (前中間会計期間) (前事業年度) 
 取 得 価 額

相 当 額

減価償却累

計額相当額

中 間 期 末

残高相当額

取 得 価 額

相 当 額

減価償却累

計額相当額

中 間 期 末

残高相当額

取 得 価 額

相 当 額

減価償却累

計額相当額

期 末

残 高 相 当 額

有形固定資産 
そ  の  他 

3,597 782 2,814 1,181 534 647 2,151 674 1,476 

(機械及び装置) (845) (381) (464) (68) (54) (13) (75) (61) (13) 

(車輌運搬具) (368) (58) (310) (91) (24) (67) (199) (33) (165) 

(工具器具及び備品) (2,382) (342) (2,039) (1,021) (455) (566) (1,876) (578) (1,297) 

無形固定資産 
(ソフトウェア) 2,058 472 1,586 642 198 444 1,166 290 875 

合計 5,655 1,255 4,400 1,824 733 1,091 3,317 965 2,352 
 



 

  

 

 ② 未経過リース料中間期末（期末）残高相当額 

 (当中間会計期間) (前中間会計期間) (前事業年度) 

１年内 1,244 百万円 358 百万円 673百万円 

１年超 3,412 796 1,794  

合計 4,656 1,154 2,468  
 
 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

 (当中間会計期間) (前中間会計期間) (前事業年度) 

支払リース料 647 百万円 184 百万円 462 百万円 

減価償却費相当額 592 166 420  

支払利息相当額 92 18 53  
 
 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 ⑤ 利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法によって

おります。 

 

２ オペレーティング・リース取引（借主側） 

  未経過リース料 

 (当中間会計期間) (前中間会計期間) (前事業年度) 

１年以内 225 百万円 － 百万円 － 百万円 

１年超 265 － －  

合計 490 － －  
 
 

 

 

(有価証券関係) 

有 価 証 券 

子会社及び関連会社株式で時価のあるもの                     (単位：百万円) 

(当中間会計期間) (前中間会計期間) (前事業年度) 
種類 中間貸借 

対照表計上額 
時価 差額 中間貸借 

対照表計上額 
時価 差額 貸借対照表計

上額 
時価 差額 

関連会社株式 6,102 6,641 539 5,700 9,800 4,100 5,700 5,900 200 

合計 6,102 6,641 539 5,700 9,800 4,100 5,700 5,900 200 

 

 

（一株当たり情報） 

 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 



 

  

 

（重要な後発事象） 

（当中間会計期間）自平成13年9月1日  至平成14年2月28日 

  該当事項はありません。 

 

（前中間会計期間）自平成12年9月1日  至平成13年2月28日  

 （上場による新株発行） 

当社株式は、平成13年4月25日付けで大阪証券取引所(ナスダック･ジャパン)に上場いたしました。 

 株式上場に当たり、平成13年3月26日及び平成13年4月2日開催の取締役会決議により新株式を発行いたしております。その概

要は次のとおりであります。 

(1)発行する株式の種類及び数 

 普通額面株式（券面額5,000円）216,000株 

 （上記の内、27,000株は、欧州を中心とする海外市場において募集いたしました） 

(2)発行価格 

   1株につき、200,000円 

(3)引受価額 

 1株につき、188,000円 

 この金額は、当社引受人より1株当たりの新株払込金として受取った金額であります。なお、発行価格と引受価額の差額

の総額は、引受人の手取金となります。 

(4)発行価額 

 1株につき、119,000円(資本組入額、59,500円) 

(5)発行価額の総額 

 22,491百万円（海外募集分 3,213百万円を含めた総額は25,704百万円となります） 

(6)払込金額の総額 

 35,532百万円（海外募集分 5,076百万円を含めた総額は40,608百万円となります） 

 (7)資本組入額の総額 

 11,245百万円（海外募集分 1,606百万円を含めた総額は12,852百万円となります） 

(8)募集の方法 

  一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

(9)申込期間 

  自 平成13年4月16日  至 平成13年4月20日 

(10)払込期日 

  平成13年4月24日 

(11)資金使途 

  ブロードバンド事業関連資金に充当する予定であります。 

 

（前事業年度）自平成12年9月1日  至平成13年8月31日 

  該当事項はありません。 


